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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第48期中間連結会計期間、第49期中間連結会計期間及び第48期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 135,067 158,620 163,154 288,240 317,095

経常利益 (百万円) 4,094 5,743 5,266 8,930 10,541

中間(当期)純利益 (百万円) 2,111 3,413 3,269 5,705 5,867

純資産額 (百万円) 105,550 109,766 113,984 107,610 111,714

総資産額 (百万円) 159,124 170,806 182,008 172,321 176,943

１株当たり純資産額 (円) 2,834.64 3,001.60 3,125.00 2,934.68 3,061.35

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 55.55 93.53 89.64 150.27 158.53

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― 89.63 ― 158.36

自己資本比率 (％) 66.3 64.3 62.6 62.5 63.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △568 △13,012 9,925 1,511 △8,213

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,562 2,659 △513 △2,421 2,525

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,736 1,181 △124 △3,596 834

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 31,025 21,465 35,190 30,663 25,737

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 
1,146 
〔113〕

1,157
〔116〕

1,196
〔106〕

1,123 
〔112〕

1,171
〔113〕



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第48期中間会計期間、第49期中間会計期間及び第48期事業年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第48期の１株当たり配当額40円は、創立50周年記念配当10円を含んでおります。 

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 107,235 120,469 118,997 230,909 239,647

経常利益 (百万円) 4,283 5,147 4,292 8,636 9,097

中間(当期)純利益 (百万円) 2,463 3,023 2,505 4,218 4,885

資本金 (百万円) 17,690 17,690 17,690 17,690 17,690

発行済株式総数 (千株) 37,577 37,000 36,500 37,000 36,500

純資産額 (百万円) 102,671 104,689 107,263 103,136 106,108

総資産額 (百万円) 145,089 150,376 157,851 155,450 155,549

１株当たり純資産額 (円) 2,757.35 2,862.78 2,940.74 2,812.58 2,907.62

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 64.80 82.82 68.69 110.62 131.60

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― 68.68 ― 131.47

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 15 20 30 40 60

自己資本比率 (％) 70.8 69.6 68.0 66.3 68.2

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 
751 
〔88〕

790
〔77〕

812
〔71〕

777 
〔85〕

783
〔76〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

ヒートシンク（半導体素子用放熱器）の設計・製造・販売を目的として、RYOSAN ELECTRONICS (FOSHAN) 

CO.,LTD.を設立いたしました。なお、業績への影響は軽微の為、非連結子会社としております。 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記子会社は、特定子会社には該当いたしません。 

３ 上記子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書は提出しておりません。 

     

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

  

  

名称 住所 
資本金又は 
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
又は被所有割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

    千米ドル    

RYOSAN 
ELECTRONICS 
(FOSHAN) CO.,LTD. 

中華人民共和
国 

    1,500 生産事業 100.0    ─
当社関係会社に 
製品を納入 
役員の兼任等……１名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体事業 634〔 29〕 

電子部品事業 225〔 17〕 

電子機器事業 44〔 1〕 

生産事業 234〔 58〕 

全社(共通) 59〔 1〕 

合計 1,196〔106〕 

従業員数(名) 812〔71〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 全体の概況 

当中間連結会計期間におけるマクロの経済情勢は、原油価格の高騰が一段と進み、インフレが懸念される中、世

界経済の牽引役を果たしてきた米国・中国経済の成長が持続し、日本経済も企業収益の改善等により民間主導で着

実に回復してまいりました。 

また、エレクトロニクス業界の動向につきましても、半導体及び電子部品の需要が、比較的堅調に推移いたしま

した。 

このような情勢下で、当社企業グループは、「成長戦略」の一つに掲げております「半導体新リソース商品の事

業拡大」に積極的に取り組んでまいりました。併せて、販売・生産拠点毎に「入るを量りて、出ずるを制する」経

営マネジメントを進化させることにより、収益改善に努めてまいりました。 

しかしながら、当中間連結会計期間の業績は、売上高は1,631億54百万円（前年同期比2.9%増）と増収になった

ものの、利益面では工場出荷利益の減少等により売上総利益率が低下し、営業利益は52億77百万円（前年同期比

2.6%減）、経常利益は52億66百万円（前年同期比8.3%減）、中間純利益は32億69百万円（前年同期比4.2%減）と減

益の結果となりました。 

  

② 事業の種類別セグメントの業績概況 

イ．半導体事業 

当社企業グループでは、メモリ、システムＬＳＩ、個別半導体の販売を行っております。 

当中間連結会計期間においては、ＬＣＤドライバーＩＣ、ＲＦＩＤタグ用ＩＣ等の売上が増加し、売上高は848

億３百万円（前年同期比0.4%増）となったものの、営業利益は35億68百万円（前年同期比4.4%減）となりました。

  

ロ．電子部品事業 

当社企業グループでは、表示デバイス、電源、機構部品を販売しております。 

当中間連結会計期間においては、ＰＤＡ用液晶ディスプレイ等の売上が増加し、売上高は617億50百万円（前年

同期比3.5％増）、営業利益は26億97百万円（前年同期比22.3%増）となりました。 

  

ハ．電子機器事業 

当社企業グループでは、システム機器、設備機器を販売しております。 

当中間連結会計期間においては、ＯＡ機器用システム機器、インターネット用通信機器等の売上が増加し、売上

高は131億57百万円（前年同期比26.5%増）となったものの、営業利益は３億28百万円（前年同期比18.7%減）とな

りました 

  

ニ．生産事業 

当社企業グループでは、ヒートシンク（半導体素子用放熱器）を生産し、販売しております。 

当中間連結会計期間においては、計測器用等のヒートシンクの売上が減少し、売上高は34億41百万円（前年同期

比15.7%減）、営業利益は３億23百万円（前年同期比51.2%減）となりました。 

  

③ 所在地別セグメントの業績概況 



イ．日本 

 当中間連結会計期間においては、デジタルスチルカメラ用液晶ディスプレイ等の電子部品及びヒートシンクの売

上が減少し、売上高は1,136億35百万円（前年同期比2.3%減）、営業利益は33億99百万円（前年同期比14.1%減）と

なりました。 

   

ロ．アジア 

 当中間連結会計期間においては、ＡＳＩＣ、ＬＣＤドライバーＩＣ等の半導体、ＰＤＡ用液晶ディスプレイ等の

電子部品の売上が増加し、売上高は495億18百万円（前年同期比17.0%増）、営業利益は14億19百万円（前年同期比

17.9%増）となりました。 

  

なお、上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて94億53百万円増加し、当中間連

結会計期間末では351億90百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、99億25百万円の資金の増加となりました。これは、税金等調整前中間純

利益が53億81百万円であったことに加え、売上債権が17億63百万円、棚卸資産が32億74百万円それぞれ減少したこ

と等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、５億13百万円の資金の減少となりました。これは、主に有形固定資産の

取得による支出５億４百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億24百万円の資金の減少となりました。これは、主に短期借入金が13

億16百万円増加した一方、配当金の支払いが14億58百万円あったことによるものであります。 

  
  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントで示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、売価換算値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な販売先については、総販売高の100分の10未満のため記載しておりません。 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

生産事業 2,892 △17.5 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 受注残高 

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

半導体事業 92,606 ＋9.9 24,781 ＋24.3 

電子部品事業 67,709 ＋16.5 19,604 ＋51.6 

電子機器事業 13,489 ＋24.8 3,447 △35.5 

生産事業 3,817 △11.3 835 ＋35.7 

合計 177,622 ＋12.8 48,669 ＋25.4 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

半導体事業 73,937 △7.4 

電子部品事業 56,735 ＋0.1 

電子機器事業 12,353 ＋27.7 

生産事業 78 △27.0 

合計 143,105 △2.2 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

半導体事業 84,803 ＋0.4 

電子部品事業 61,750 ＋3.5 

電子機器事業 13,157 ＋26.5 

生産事業 3,441 △15.7 

合計 163,154 ＋2.9 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社企業グループは、技術商社として、長年蓄積した技術ノウハウをベースに、技術イノベーションへの追従を

図るため研究開発活動を推進いたしております。 

当中間連結会計期間の主な研究開発としては、半導体事業では、デジタルＡＶ関連のデジタルＴＶ、ＳＴＢ（セ

ット・トップ・ボックス）、光ディスク等のシステムソリューションの開発に加え、その為に必要な各種インター

フェース、サーボ・インバータ等の要素技術の開発、ドライバソフト、ミドルウェア、ＯＳポーティング技術の確

立に取り組んでまいりました。さらに、携帯電話やＤＳＣ（デジタル・スチル・カメラ）に使用されるカメラ画像

処理技術やセット間のネットワークに必要な無線ＬＡＮ技術の確立にも取り組んでまいりました。 

また、生産事業では、プラスチック樹脂を使用した薄型軽量水冷ヒートシンクの開発、新製品ウェーブクーラー

の自動化生産ラインの設計等、継続的に研究開発に取り組んでまいりました。 

なお、当中間連結会計期間に支出した研究開発費は、半導体事業で５億25百万円、生産事業で３百万円であり、

総額は５億29百万円であります。また、上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の変更はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

    
  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 155,673,598 

計 155,673,598 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 36,500,000 36,500,000
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 36,500,000 36,500,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
    平成17年９月30日 

― 36,500,000 ― 17,690 ― 19,114



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）１ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び住友信

託銀行株式会社（信託Ｂ口）の所有株式は、信託業務に係る株式であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 4,333 11.87

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 2,455 6.73

ＮＥＣエレクトロニクス株式会
社 

神奈川県川崎市中原区下沼部１７５３番
地 

1,204 3.30

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,049 2.88

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 949 2.60

住友信託銀行株式会社(信託Ｂ
口) 

大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－３３ 934 2.56

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６日本
生命証券管理部内 

869 2.38

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８－２４ 861 2.36

メロン バンク エヌエー アズ 
エージェント フォー イッツ 
クライアント メロン オムニバ
ス ユーエス ペンション 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店カストディ業務部） 

 
ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ  Ｂ
ＯＳＴＯＮ, ＭＡ ０２１０８ 
  
  
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 
  

729 2.00

山嶋 昭 東京都八王子市めじろ台１丁目３６－１１ 684 1.88

計 ― 14,072 38.55



２ モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド及びその関連会社から平成17年１月11日付で大量保有報告書の変更報告書

の提出があり、平成16年12月30日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当中間期末現在における実質保有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、発

行済株式総数に対する所有株式数の割合は、平成17年９月30日現在の発行済株式総数で計算しております。 

  

３ マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから平成17年６月14日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があ

り、平成17年５月31日現在、2,651千株(株式所有割合7.26％)の当社株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当中間期末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。 

  

４ 住友信託銀行株式会社及びその関連会社から平成17年８月11日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成17年

７月31日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間期末現在における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。 

     なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッ
ド 

46 0.13 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インコーポレーテッド 

21 0.06 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インターナショナル・リミテッド 

68 0.19 

エムエスディーダブリュ・エクイティー・
ファイナンシング・サービセズ(ルクス)エ
ス・アー・エール・エル 

29 0.08 

モルガン・スタンレー・インベストメン
ト・マネジメント・リミテッド 

986 2.70 

モルガン・スタンレー・アセット・マネジ
メント投信株式会社 

502 1.38 

モルガン・スタンレー・インベストメン
ト・マネジメント・インク 

506 1.39 

モルガン・スタンレー・インベストメン
ト・アドバイザーズ・インク 

103 0.28 

計 2,264 6.20 

氏名又は名称 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

住友信託銀行株式会社 2,901 7.95 

Ｔｈｅ Ｓｕｍｉｔｏｍｏ Ｔｒｕｓｔ
Ｆｉｎａｎｃｅ（Ｈ．Ｋ．）Ｌｔｄ. 

8 0.02 

計 2,909 7.97 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,500株が含まれておりますが、議決権の数

の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数15個は含まれておりません。 

２「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式47株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

24,800 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

36,429,200 
364,277 ― 

単元未満株式 
普通株式 

46,000 
― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 36,500,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 364,277 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社リョーサン 

東京都千代田区 
東神田２丁目３番５号 

24,800 ― 24,800 0.07

計 ― 24,800 ― 24,800 0.07



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,850 2,845 2,690 2,720 2,790 3,070

最低(円) 2,590 2,560 2,520 2,585 2,530 2,675



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(１) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(２) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)

の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    7,739 19,275   12,816 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

   103,817 102,748   103,889 

３ 有価証券    13,998 15,998   12,998 

４ 棚卸資産    18,754 17,344   20,401 

５ 未収入金    1,062 804   1,395 

６ 繰延税金資産    520 523   766 

７ その他    816 470   392 

８ 貸倒引当金    △189 △171   △293 

流動資産合計    146,519 85.8 156,993 86.3   152,367 86.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物及び 
  構築物 

※１  6,490 6,117   6,210 

(2) 土地    8,206 8,203   8,205 

(3) その他 ※１  869 1,147   829 

有形固定 
資産合計 

   15,565 9.1 15,468 8.5   15,246 8.6

２ 無形固定資産    631 0.4 589 0.3   648 0.4

３ 投資その他の 
  資産 

         

(1) 投資有価 
  証券 

※２  5,654 6,437   6,158 

(2) 繰延税金 
  資産 

   1,008 945   928 

(3) その他    1,653 1,835   1,863 

(4) 貸倒引当金    △211 △212   △204 

(5) 投資損失 
  引当金 

   △15 △47   △65 

投資その他 
の資産合計 

   8,089 4.7 8,957 4.9   8,681 4.9

固定資産合計    24,286 14.2 25,014 13.7   24,576 13.9

資産合計    170,806 100.0 182,008 100.0   176,943 100.0

            



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び 
  買掛金 

※２  50,611 54,194   52,684 

２ 短期借入金    4,134 6,377   4,812 

３ 未払費用    1,098 1,149   1,447 

４ 未払法人税等    2,015 2,125   2,677 

５ その他    1,106 1,772   1,336 

流動負債合計    58,967 34.5 65,619 36.0   62,958 35.6

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付 
  引当金 

   1,535 1,799   1,716 

２ 役員退職慰労 
  引当金 

   322 379   341 

３ その他    107 104   106 

固定負債合計    1,964 1.1 2,282 1.3   2,164 1.2

負債合計    60,932 35.6 67,902 37.3   65,122 36.8

(少数株主持分)          

少数株主持分    108 0.1 121 0.1   105 0.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    17,690 10.4 17,690 9.7   17,690 10.0

Ⅱ 資本剰余金    19,119 11.2 19,122 10.5   19,122 10.8

Ⅲ 利益剰余金    73,743 43.2 76,025 41.8   74,299 42.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

   749 0.4 1,512 0.8   1,338 0.7

Ⅴ 為替換算調整 
  勘定 

   △602 △0.4 △316 △0.2   △667 △0.4

Ⅵ 自己株式    △934 △0.5 △49 △0.0   △68 △0.0

資本合計    109,766 64.3 113,984 62.6   111,714 63.1

負債、少数株
主持分及び 
資本合計 

    170,806 100.0 182,008 100.0   176,943 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    158,620 100.0 163,154 100.0   317,095 100.0

Ⅱ 売上原価    145,609 91.8 150,033 92.0   291,855 92.0

売上総利益    13,011 8.2 13,120 8.0   25,239 8.0

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費          

１ 荷造運搬費   426   406 842   

２ 役員報酬   197   198 382   

３ 給料手当   1,762   1,819 3,521   

４ 賞与   645   645 1,571   

５ 退職給付費用   273   316 547   

６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  23   38 42   

７ 福利厚生費   398   373 776   

８ 減価償却費   358   364 747   

９ その他   3,508 7,594 4.8 3,680 7,842 4.8 6,990 15,422 4.9

営業利益    5,416 3.4 5,277 3.2   9,816 3.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   78   58 121   

２ 受取配当金   49   38 58   

３ 仕入割引   31   28 61   

４ 経営指導料   40   11 84   

５ 受取補償金   ―   ― 247   

６  為替差益   22   ― 46   

７ 雑収入   181 403 0.2 143 280 0.2 297 918 0.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   23   95 79   

２ 為替差損   ―   151 ―   

３ 雑損失   52 76 0.0 43 290 0.2 113 193 0.1

経常利益    5,743 3.6 5,266 3.2   10,541 3.3



  

  

    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産 
売却益 ※１ 22   20 43   

２ 投資有価証券 
  売却益   35   ― 35   

３ 貸倒引当金 
  戻入益   ―   126 ―   

４ 投資損失引当 
金戻入益 

  1 59 0.0 17 164 0.1 ― 79 0.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却
及び売却損 

※２ 25   4 160   

２ 減損損失   ―   2 ―   

３ 投資有価証券 
  評価損 

  171   14 643   

４ 投資損失引当 
  金繰入額 

  ―   ― 49   

５ ゴルフ会員権 
  評価損 

  24   17 18   

６  リゾート会員 
権評価損 

  ― 221 0.1 11 50 0.0 ― 872 0.2

税金等調整前
中間(当期) 
純利益 

   5,581 3.5 5,381 3.3   9,748 3.1

法人税、住民
税及び事業税 

  1,922   1,992 4,206   

法人税等調整
額 

  304 2,226 1.4 108 2,100 1.3 △271 3,934 1.2

少数株主利益
(△:損失) 

   △58 △0.0 11 0.0   △54 △0.0

中間(当期) 
純利益 

   3,413 2.1 3,269 2.0   5,867 1.9

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   19,114 19,122   19,114

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益 4 4 0 0 7 7

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  19,119 19,122   19,122

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   71,328 74,299   71,328

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 3,413 3,413 3,269 3,269 5,867 5,867

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 916 1,458 1,647 

２ 取締役賞与 69 84 69 

３  自己株式消却額 ― ― 1,169 

４ 連結子会社除外による
利益剰余金減少高 

13 998 ― 1,542 10 2,896

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  73,743 76,025   74,299

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 5,581 5,381 9,748

２ 減価償却費  412 427 861

３ 退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 83 82 263

４ 役員退職慰労引当金の 
増減額(減少：△) 

 △43 37 △24

５ 貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 55 △126 159

６ 受取利息及び受取配当金  △127 △96 △180

７ 支払利息  23 95 79

８  有形固定資産売却益  △22 △20 △43

９ 有形固定資産除却及び 
売却損 

 25 4 160

10 投資有価証券売却益  △35 ― △35

11 投資有価証券評価損  171 14 643

12 売上債権の増減額 
(増加：△) 

 △6,648 1,763 △6,916

13 棚卸資産の増減額 
(増加：△) 

 △4,311 3,274 △6,030

14 仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 △7,066 908 △4,784

15 取締役賞与の支払額  △69 △84 △69

16 その他  35 735 743

小計  △11,934 12,398 △5,423

17 利息及び配当金の受取額  129 101 175

18 利息の支払額  △23 △95 △78

19 法人税等の支払額  △1,183 △2,478 △2,886

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △13,012 9,925 △8,213



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の純増減額 
(増加：△) 

 △116 △0 79

２  有価証券の償還による収
入 

 3,100 ― 3,100

３ 有形固定資産の取得によ
る支出 

 △174 △504 △323

４ 有形固定資産の売却によ
る収入 

 44 45 75

５  無形固定資産の取得によ
る支出 

 △101 △63 △240

６ 投資有価証券の取得によ
る支出 

 △200 ― △200

７ 投資有価証券の売却によ
る収入 

 83 ― 83

８ 関係会社への出資による
支出 

 ― ― △157

９ 貸付けによる支出  △6 △0 △22

10 貸付金の回収による収入  29 0 132

11 その他  0 9 0

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,659 △513 2,525

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額 
(減少：△) 

 2,378 1,316 3,067

２ 自己株式の取得による支
出 

 △625 △4 △1,145

３ ストックオプションの行
使による収入 

 352 23 571

４ 配当金の支払額  △916 △1,458 △1,647

５  少数株主への配当金の支
払額 

 △7 △1 △11

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,181 △124 834

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 41 166 △5

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

 △9,130 9,453 △4,858

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 30,663 25,737 30,663

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
減少額(連結除外) 

 △67 ― △67

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 21,465 35,190 25,737

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する

事項 

(1) 連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

HONG KONG RYOSAN  

LIMITED、 

SINGAPORE RYOSAN  

PRIVATE LIMITED、  

RYOTAI 

CORPORATION、 
RYOSAN IPC  
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.、 
KOREA RYOSAN  

CORPORATION、 
ZHONG LING  
INTERNATIONAL  
TRADING (SHANGHAI)  
CO.,LTD.、 

RYOSAN ENGINEERING 

(MALAYSIA) 

SDN.BHD.、 

RYOSAN ENGINEERING  

(THAILAND)  

CO.,LTD. 
  
従来、連結子会社で

あった株式会社ロー

ドは、清算結了しま

した。 

また、連結子会社で

あったRYOSAN  

(MALAYSIA) SDN.BHD.

は、RYOSAN IPC 

(MALAYSIA) SDN.BHD.

に事業を引き継ぎ、

連結子会社としての

業績の影響が軽微に

なったため、連結の

範囲から除外しまし

た。 

(1) 連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

HONG KONG RYOSAN  

LIMITED、 

SINGAPORE RYOSAN  

PRIVATE LIMITED、  

RYOTAI 

CORPORATION、 
RYOSAN IPC  
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.、 
KOREA RYOSAN  

CORPORATION、 
ZHONG LING  
INTERNATIONAL  
TRADING (SHANGHAI)  
CO.,LTD.、 

RYOSAN ENGINEERING 

(MALAYSIA) 

SDN.BHD.、 

RYOSAN ENGINEERING  

(THAILAND)  

CO.,LTD. 

  

(1) 連結子会社の数 ８社 

主要な連結子会社の

名称 

「第１  企業の概況 

４ 関係会社の状況」

に記載しているため

省略しております。 

なお、株式会社ロー

ドは、平成16年９月

28日をもって清算が

結了いたしました。 

また、RYOSAN 

(MALAYSIA) SDN.BHD. 

は、連結子会社の 

RYOSAN IPC 

(MALAYSIA) SDN. BHD.

に事業を引き継ぎ、

連結子会社として業

績の影響が軽微にな

ったため、非連結子

会社としておりま

す。 



  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 主要な非連結子会社

名 

(2) 主要な非連結子会社

名 

(2) 主要な非連結子会社

名 

  株式会社イーシーリ

ョーサン 

株式会社ウィル・ビ

ジネスサービス 

株式会社イーシーリ

ョーサン 

株式会社ウィル・ビ

ジネスサービス 

株式会社イーシーリ

ョーサン 

株式会社ウィル・ビ

ジネスサービス 

  連結の範囲から除い

た理由 

非連結子会社８社

は、いずれも小規模

会社であり、合計の

総資産、売上高、中

間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う

額)等は、いずれも

中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼし

ていないためであり

ます。 

連結の範囲から除い

た理由 

非連結子会社９社

は、いずれも小規模

会社であり、合計の

総資産、売上高、中

間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていな

いためであります。 

連結の範囲から除い

た理由 

非連結子会社９社

は、いずれも小規模

会社であり、合計の

総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響

を及ぼしていないた

めであります。 

２ 持分法の適用に関す

る事項 

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称 

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称 

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称 

  株式会社イーシーリョ

ーサン 

株式会社ウィル・ビジ

ネスサービス 

株式会社イーシーリョ

ーサン 

株式会社ウィル・ビジ

ネスサービス 

株式会社イーシーリョ

ーサン 

株式会社ウィル・ビジ

ネスサービス 

  持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法

の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。 

持分法を適用しない理由 

同左 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法

の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が

ないため、持分法の適

用から除外しておりま

す。 



    

  
  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項 

連結子会社のうち、 

ZHONG LING  

INTERNATIONAL TRADING  

(SHANGHAI)CO., LTD.及び 

RYOSAN ENGINEERING  

(THAILAND)CO.,LTD. 

の中間決算日は６月30日

であります。 

中間連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の

中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に

生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整

を行っております。 

同左 連結子会社のうち、 

ZHONG LING  

INTERNATIONAL TRADING  

(SHANGHAI)CO.,LTD.及び  

RYOSAN ENGINEERING 

(THAILAND)CO.,LTD. 

の決算日は12月31日であ

ります。 

連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。 

４ 会計処理基準に関す

る事項 

      

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債

券 

償却原価法 

(定額法) 

ロ 子会社株式及び関

連会社株式 

移動平均法によ

る原価法  

ハ その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算

定) 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債

券 

同左 

  

ロ 子会社株式及び関

連会社株式 

同左 

  

ハ その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債

券 

同左 

  

ロ 子会社株式及び関

連会社株式 

同左 

  

ハ その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定) 

   (ロ)時価のないもの 

移動平均法によ

る原価法 

(ロ)時価のないもの 

同左 

  

 (ロ)時価のないもの 

同左 

  

  ② 棚卸資産 

移動平均法による低価

法 

② 棚卸資産 

同左 

② 棚卸資産 

同左 

  ③ デリバティブ 

(為替予約) 

時価法 

③ デリバティブ 

(為替予約) 

同左 

③ デリバティブ 

(為替予約) 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

主として定率法によ

っております。 

ただし、当社につい

ては、平成10年４月

１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については定額法

によっております。 

主な耐用年数は、建

物及び構築物は３年

から50年、その他は

２年から15年であり

ます。 

② 無形固定資産 

定額法によっており

ます。 

なお、営業権は５年

で償却しておりま

す。 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

② 無形固定資産 

同左 

  

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

② 無形固定資産 

同左 

  

(3) 重要な引当金の計

上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を勘

案し回収不能見込額

を計上しておりま

す。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 投資損失引当金 

関係会社に対する投

資による損失に備え

るため、関係会社の

財政状態を勘案し、

その必要額を計上し

ております。 

② 投資損失引当金 

同左 

② 投資損失引当金 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 

従業員に対する退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

及び年金資産の見込

額に基づき、当中間

連結会計期間末にお

いて発生していると

認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存期間

以内の年数(10年)に

よる定額法により、

按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計

年度から費用処理し

ております。 

③ 退職給付引当金 

従業員に対する退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

及び年金資産の見込

額に基づき、当中間

連結会計期間末にお

いて発生していると

認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存期間

以内の年数(10年)に

よる定額法により、

按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計

年度から費用処理し

ております。また、

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生した連結

会計年度から費用処

理しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員に対する退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

及び年金資産の見込

額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存期間

以内の年数(10年)に

よる定額法により、

按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計

年度から費用処理し

ております。また、

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生した連結

会計年度から費用処

理しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員に対す

る退職慰労金の支給

に充てるため、内規

に基づく中間期末要

支給額を計上してお

ります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員に対す

る退職慰労金の支給

に充てるため、内規

に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資

産又は負債の本邦

通貨への換算の基

準 

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額のう

ち、当社持分は資本の部

における為替換算調整勘

定に含めております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。なお、

在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は連結

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額のうち当社持分は資

本の部における為替換算

調整勘定に含めておりま

す。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(5) 重要なリース取引

の処理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

(6) 重要なヘッジ会計

の方法 

① ヘッジ会計の方法 

振当処理を行ってお

ります。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

イ ヘッジ手段 

為替予約取引 

ロ ヘッジ対象 

外貨建債権・債務

及び外貨建予定取

引 

② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

当社企業グループ

は、外貨建取引に係

る将来の為替変動リ

スクをヘッジするた

め、主として当社の

「社内為替管理制

度」に基づき、原則

として、顧客からの

受注時又は仕入先へ

の発注時に、その取

引毎に決済日を基準

として個別に為替予

約取引を行うものと

しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

ヘッジ方針により、

外貨建ての受注金

額、発注金額又は金

銭債権債務に同一通

貨建てによる同一金

額で同一期日の為替

予約を振り当てる方

法によっており、為

替予約締結後の外国

為替相場の変動によ

る対応関係が確保さ

れるようにしており

ます。 

④ ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(7) その他中間連結財

務諸表（連結財務

諸表）作成のため

の基本となる重要

な事項 

  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、

流動資産の「その他」に

含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、

流動負債の「その他」に

含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

なお、未収消費税等は流

動資産の「未収入金」に

含めて表示しておりま

す。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の現金及び

現金同等物は、手許現

金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期

日が到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価格変動につ

いて僅少なリスクしか負

わない短期投資からなっ

ております。 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書上の現金及び現金

同等物は、手許現金、要

求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日が到

来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価格変動について僅

少なリスクしか負わない

短期投資からなっており

ます。 



   

  会計処理の変更 
  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日)を適用しており

ます。これにより税金等調整前中

間純利益は２百万円減少しており

ます。 

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の 

      減価償却累計額 

  7,450百万円 

※１ 有形固定資産の 

      減価償却累計額 

  7,720百万円 

※１ 有形固定資産の 

      減価償却累計額 

  7,487百万円 

※２ 担保に供している資産 

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(11,986百万円)の担保

に供しております。 

投資有価証券 303百万円 

※２ 担保に供している資産 

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(9,317百万円)の担保

に供しております。 

投資有価証券 284百万円 

※２ 担保に供している資産 

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(10,942百万円)の担保

に供しております。 

投資有価証券 299百万円 

３ 偶発債務 
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。 

DALIAN F.T.Z RYOSAN 
INTERNATIONAL TRADI
NG CO.,LTD. 

  
34百万円
(310,000 
米ドル) 

３ 偶発債務 
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。 

RYOSAN  TECHNOLOGIE
S USA INC. 

79百万円
(700,000 
米ドル)

DALIAN F.T.Z RYOSA
N INTERNATIONAL TR
ADING CO.,LTD. 

40  
(360,000 
米ドル)

   計 119

３ 偶発債務 
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。 

RYOSAN  TECHNOLOGIE
S USA INC. 

  
74百万円
(700,000 
米ドル)

DALIAN F.T.Z RYOSA
N INTERNATIONAL TR
ADING CO.,LTD. 

  
70  
(660,000 
米ドル)

  計 145 

  ４ 輸出手形割引高    １百万円   ４ 輸出手形割引高    ３百万円 ４ 輸出手形割引高    ２百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１  固定資産売却益の内訳 

土地売却益 21百万円
その他売却益  0 
 計 22 

※１  固定資産売却益の内訳 

その他売却益 20百万円
  
  

※１  固定資産売却益の内訳 

土地売却益 42百万円
その他売却益  0 
計  43 

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳 

  

  

建物及び 
構築物除却損 

13百万円

建物及び 
構築物売却損 

11 

  計 25 

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳 

  

  

建物及び
構築物除却損 

0百万円

その他除却損 4
その他売却損 0
  計  4

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳 
建物及び
構築物除却損 

122百万円

建物及び
構築物売却損 

15 

その他除却損 22 
その他売却損  0 
計 160 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び 
預金勘定 

7,739百万円

有価証券勘定 13,998 
計 21,737 

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△272 

現金及び 
現金同等物 

21,465 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び
預金勘定 

19,275百万円

有価証券勘定 15,998
計 35,273

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金 

△82

現金及び
現金同等物 

35,190

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び
預金勘定 

12,816百万円

有価証券勘定 12,998 
計 25,815 

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△77 

現金及び
現金同等物 

25,737 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  その他 
(車両・ 
運搬具) 
(百万円) 

  その他 
(工具・ 
器具・ 
備品) 

(百万円) 

    
合計 
  

(百万円)

取得価額 

相当額 56 
  
3,204 

  
3,261 

減価償却 

累計額相 

当額 

40 

  

2,112 

  

2,153 

中間期末 

残高相当 

額 

16 

  

1,091 

  

1,107 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

 その他
(工具・
器具・
備品) 

(百万円)

 
合計 
  

(百万円)

取得価額 

相当額 3 2,701 2,704 

減価償却 

累計額相 

当額 

0 1,925 1,925 

中間期末 

残高相当 

額 

2 776 779 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

 その他 
(工具・ 
器具・ 
備品) 

(百万円) 

    
合計 
  

(百万円) 

取得価額

相当額 3 2,895 2,898 

減価償却

累計額相

当額 

0 1,932 1,932 

期末残高

相当額 
3 963 966 

② 未経過リース料 

中間期末残高相当額 
１年内   490百万円
１年超   708 
 合計   1,199 

② 未経過リース料 

     中間期末残高相当額 
１年内 398百万円
１年超 435
 合計 834

② 未経過リース料 

     期末残高相当額 
１年内 448百万円
１年超 580 
合計 1,028 

③ 支払リース料、減価償却費 

     相当額及び支払利息相当額 
支払リース料 324百万円
減価償却費 
相当額 

285 

支払利息相当額 28 

③  支払リース料、減価償却費 

     相当額及び支払利息相当額 
支払リース料 247百万円
減価償却費
相当額 

226

支払利息相当額 14

③ 支払リース料、減価償却費 

     相当額及び支払利息相当額 
支払リース料 556百万円
減価償却費
相当額 

507 

支払利息相当額 37 

④ 減価償却費相当額及び利息 

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法

については、利息法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息 

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定

方法 

同左 

  

  

  

利息相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息 

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定

方法 

同左 

  

  

  

利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 
１年内 24百万円
１年超 18 
合計 43 
    

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 
１年内 28百万円
１年超 38
合計 67

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 
１年内 31百万円
１年超 38 
合計 69 



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) (平成16年９月30日)  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

(注) 当中間連結会計期間において、有価証券について171百万円減損処理を行っております。 

なお、その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式について 

減損処理を行っております。 
  

(当中間連結会計期間末) (平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

(注) 当中間連結会計期間において、有価証券について14百万円減損処理を行っております。 

なお、その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式について 

減損処理を行っております。 
  

  
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

コマーシャル・ペーパー 13,998 13,998 0 

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 1,560 2,913 1,353 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,506

債券 1,000

合計 2,506

  
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

コマーシャル・ペーパー 15,998 15,998 0 

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 2,560 5,110 2,549 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 109

債券 1,000

合計 1,109



(前連結会計年度末) (平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、有価証券について643百万円減損処理を行っております。 

なお、その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式について 

減損処理を行っております。 

  

  
連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

コマーシャル・ペーパー 12,998 12,998 0 

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 2,560 4,817 2,256 

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 123

債券 1,000

合計 1,123



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末) (平成16年９月30日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適用要件を満た

した振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間末) (平成17年９月30日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適用要件を満た

した振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度末) (平成17年３月31日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適用要件を満た

した振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しております。

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,587百万円であり、その主なものは、当社

の企画・総務・人事及び財経本部等に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しております。

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,641百万円であり、その主なものは、当社

の企画・総務・人事及び財経本部等に係る費用であります。 

  

  
半導体 
事業 
(百万円) 

電子部品 
事業 
(百万円) 

電子機器
事業 
(百万円) 

生産事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

84,480 59,657 10,402 4,080 158,620 ― 158,620

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 84,480 59,657 10,402 4,080 158,620 ― 158,620

営業費用 80,748 57,451 9,997 3,418 151,616 1,587 153,203

営業利益 3,732 2,205 404 662 7,004 (1,587) 5,416

半導体事業 …… メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 …… 表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 …… システム機器・設備機器

生産事業 …… ヒートシンク(半導体素子用放熱器)

  
半導体 
事業 
(百万円) 

電子部品 
事業 
(百万円) 

電子機器
事業 
(百万円) 

生産事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 84,803 61,750 13,157 3,441 163,154 － 163,154

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 － － － － － － －

計 84,803 61,750 13,157 3,441 163,154 － 163,154

営業費用 81,234 59,053 12,829 3,117 156,234 1,641 157,876

営業利益 3,568 2,697 328 323 6,919 (1,641) 5,277

半導体事業 …… メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 …… 表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 …… システム機器・設備機器

生産事業 …… ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しております。

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,970百万円であり、その主なものは、当社

の企画・総務・人事及び財経本部等に係る費用であります。 

  

  
半導体 
事業 
(百万円) 

電子部品 
事業 
(百万円) 

電子機器
事業 
(百万円) 

生産事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

168,278 116,113 24,924 7,778 317,095 － 317,095

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － － － － －

計 168,278 116,113 24,924 7,778 317,095 － 317,095

営業費用 161,563 111,993 24,081 6,669 304,307 2,970 307,278

営業利益 6,714 4,119 843 1,109 12,787 (2,970) 9,816

半導体事業 …… メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 …… 表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 …… システム機器・設備機器

生産事業 …… ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 116,294 42,326 158,620 ― 158,620

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,175 470 4,645 ( 4,645) ―

計 120,469 42,796 163,266 ( 4,645) 158,620

営業費用 116,510 41,592 158,103 ( 4,899) 153,203

営業利益 3,959 1,204 5,163 253 5,416

アジア …… 香港・シンガポール・台湾・マレーシア等

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 113,635 49,518 163,154 ― 163,154

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,362 228 5,591 (5,591) ―

計 118,997 49,747 168,745 (5,591) 163,154

営業費用 115,597 48,328 163,925 (6,049) 157,876

営業利益 3,399 1,419 4,819 458 5,277

アジア …… 香港・シンガポール・台湾・マレーシア等



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 231,569 85,525 317,095 ― 317,095

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

8,078 751 8,829 (8,829) ―

計 239,647 86,276 325,924 (8,829) 317,095

営業費用 232,452 84,079 316,532 (9,254) 307,278

営業利益 7,195 2,196 9,391 424 9,816

アジア …… 香港・シンガポール・台湾・マレーシア等



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売上高を除く)で

あります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売上高を除く)で

あります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売上高を除く)で

あります。 

  

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 54,387 54,387 

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 158,620 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

34.3 34.3 

アジア …… 香港・韓国・中国・台湾等 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 60,084 60,084 

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 163,154 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

36.8 36.8 

アジア …… 香港・韓国・中国・台湾等 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 107,441 107,441 

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 317,095 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

33.9 33.9 

アジア …… 香港・韓国・中国・台湾等 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 3,001.60円 3,125.00円 3,061.35円

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

93.53円 89.64円 158.53円

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

―円 89.63円 158.36円

  

なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、希薄化効果
を有している潜在株式が
存在しないため記載して
おりません。 

――― ――― 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純
利益金額 

  

中間(当期) 
純利益(百万円) 

3,413 3,269 5,867 

普通株主に帰属 
しない金額(百万円) 

― ― 84 

(うち利益処分による取
締役賞与金(百万円)) 

(―) (―) (84)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益金額 
(百万円) 

3,413 3,269 5,783 

普通株式の期中平均株
式数(千株) 

36,499 36,471 36,482 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 

  

中間(当期)純利益調整額
(百万円) 

― ― ― 

普通株式増加数(千株) ― 4 38 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
金額の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要 

平成13年６月28日定時株
主総会決議ストックオプ
ション(自己株式取得方
式) 
普通株式    146,800株 

――― ――― 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

重要な事象の発生はありません。 同左 同左 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   5,282   16,044 9,483   

２ 受取手形   6,972   5,133 6,043   

３ 売掛金   82,778   81,778 83,856   

４ 有価証券   13,998   15,998 12,998   

５ 棚卸資産   14,949   12,418 16,345   

６ 未収入金   1,058   834 1,413   

７ 繰延税金資産   515   523 771   

８ その他   678   266 260   

９ 貸倒引当金   △18   △17 △27   

流動資産合計    126,214 83.9 132,979 84.2   131,145 84.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物 ※１ 5,602   5,239 5,358   

(2) 土地   8,156   8,152 8,155   

(3) その他 ※１ 752   1,024 707   

計   14,511   14,416 14,221   

２ 無形固定資産   597   497 547   

３ 投資その他の 
資産 

         

(1) 投資有価 
証券 

※２ 5,420   6,219 5,940   

(2) 関係会社 
株式 

  1,371   1,371 1,371   

(3) 繰延税金 
資産 

  1,008   945 924   

(4) その他   1,479   1,681 1,667   

(5) 貸倒引当金   △211   △212 △204   

(6) 投資損失 
引当金 

  △15   △47 △65   

計   9,053   9,957 9,634   

固定資産合計    24,161 16.1 24,871 15.8   24,403 15.7

資産合計    150,376 100.0 157,851 100.0   155,549 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金 ※２ 38,621   40,052 39,468   

２ 短期借入金   1,601   4,152 3,154   

３ 未払法人税等   1,720   1,707 2,352   

４ その他   1,789   2,412 2,315   

流動負債合計    43,732 29.1 48,323 30.6   47,290 30.4

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付 
引当金 

  1,524   1,780 1,702   

２ 役員退職慰労 
引当金 

  322   379 341   

３ その他   107   104 106   

固定負債合計    1,953 1.3 2,263 1.4   2,150 1.4

負債合計    45,686 30.4 50,587 32.0   49,440 31.8

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    17,690 11.8 17,690 11.2   17,690 11.4

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   19,114   19,114 19,114   

２ その他資本 
    剰余金 

  4   8 7   

資本剰余金 
合計 

   19,119 12.7 19,122 12.1   19,122 12.3

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   1,371   1,371 1,371   

２ 任意積立金   60,300   60,300 60,300   

３ 中間(当期) 
未処分利益 

  6,392   7,316 6,353   

利益剰余金 
合計 

   68,064 45.2 68,988 43.7   68,025 43.7

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

   749 0.5 1,512 1.0   1,338 0.8

Ⅴ 自己株式    △934 △0.6 △49 △0.0   △68 △0.0

資本合計    104,689 69.6 107,263 68.0   106,108 68.2

負債・ 
資本合計 

    150,376 100.0 157,851 100.0   155,549 100.0

            



② 【中間損益計算書】 
  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    120,469 100.0 118,997 100.0   239,647 100.0

Ⅱ 売上原価    109,957 91.3 109,001 91.6   219,368 91.5

売上総利益    10,511 8.7 9,995 8.4   20,279 8.5

Ⅲ 販売費及び 

一般管理費 
   6,552 5.4 6,596 5.5   13,083 5.5

営業利益    3,959 3.3 3,399 2.9   7,195 3.0

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   3   1 5   

２ 有価証券利息   60   20 78   

３ 受取配当金   682   487 825   

４ 受取補償金   ―   ― 247   

５ 経営指導料   289   286 534   

６ その他   217 1,252 1.0 189 986 0.8 359 2,050 0.9

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   11   62 43   

２ その他   53 64 0.0 30 93 0.1 105 148 0.1

経常利益    5,147 4.3 4,292 3.6   9,097 3.8

           

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産 

売却益 
※２ 21   20 42   

２ 投資有価証券 

売却益 
  35   ― 35   

３  貸倒引当金戻 

入益 
  ―   1 ―   

４  投資損失引当 

    金戻入益 
  1 58 0.0 17 39 0.0 ― 78 0.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却 

及び売却損 
※３ 24   3 158   

２  減損損失   ―   2 ―   

３  投資有価証券 

評価損 
  14   14 485   

４ 関係会社株式 

評価損 
  157   ― 157   

５ 投資損失引当 

  金繰入額 
  ―   ― 49   

６ ゴルフ会員権 

評価損 
  24   17 18   

７ リゾート会員 

権評価損 
  ― 220 0.2 11 49 0.0 ― 869 0.3

税引前中間 

(当期)純利益 
   4,985 4.1 4,282 3.6   8,305 3.5

法人税、住民 

税及び事業税 
  1,658   1,669 3,692   

法人税等 

調整額 
  304 1,962 1.6 108 1,777 1.5 △272 3,420 1.5

中間(当期) 

純利益 
   3,023 2.5 2,505 2.1   4,885 2.0



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

前期繰越利益    3,369 4,811   3,369 

自己株式 

消却額 
   ― ―   1,169 

中間配当額    ― ―   731 

中間(当期) 

未処分利益 
   6,392 7,316   6,353 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 棚卸資産 
移動平均法による 
低価法 

(1) 棚卸資産 
同左 

(1) 棚卸資産 
同左 

  (2) 有価証券 
① 満期保有目的の債券 
償却原価法(定額法) 

② 子会社株式及び関連 
会社株式 
移動平均法による 
原価法 

③ その他有価証券 
イ 時価のあるもの 
中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法 
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定) 

ロ 時価のないもの 
移動平均法による
原価法 

(2) 有価証券 
① 満期保有目的の債券 

同左 
② 子会社株式及び関連
会社株式 
    同左 
  

③ その他有価証券 
イ 時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  
  
  
  

ロ 時価のないもの 
同左 

(2) 有価証券 
① 満期保有目的の債券 

同左 
② 子会社株式及び関連
会社株式 
    同左 
  

③ その他有価証券 
イ 時価のあるもの 
期末日の市場価格
等に基づく時価法 
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定) 

  
ロ 時価のないもの 

同左 

  (3) デリバティブ(為替予
約) 
時価法 

(3) デリバティブ(為替予
約) 

同左 

(3) デリバティブ(為替予
約) 

同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法によっておりま
す。 
ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)
については、定額法に
よっております。 
主な耐用年数は、 
建物は３年から50年、 
その他は２年から15年
であります。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産 
定額法によっておりま
す。 
なお、営業権は５年で
償却しております。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を勘案し、回収不能
見込額を計上しており 
ます。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 投資損失引当金 
関係会社に対する投資
による損失に備えるた
め、関係会社の財政状
態を勘案し、その必要
額を計上しておりま
す。 

(2) 投資損失引当金 
同左 

(2) 投資損失引当金 
同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給

付に備えるため、当事

業年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存期間以内の年

数(10年)による定額法

により、按分した額を

それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理して

おります。 

(3) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給

付に備えるため、当事

業年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存期間以内の年

数(10年)による定額法

により、按分した額を

それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理して

おります。また、過去

勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額

法により、按分した額

をそれぞれ発生した事

業年度から費用処理し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業

年度末における退職

給付債務及び年金資

産の見込額に基づき

計上しております。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の年数(10年)による定

額法により、按分した

額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理

しております。また、

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、按分し

た額をそれぞれ発生し

た事業年度から費用処

理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労

金の支給に充てるた

め、内規に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労

金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末

要支給額を計上してお

ります。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

なお、為替予約等の振当

処理の対象となっている

外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等

の円貨額に換算しており

ます。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は損益として処理し

ております。 

なお、為替予約等の振当

処理の対象となっている

外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等

の円貨額に換算しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

振当処理を行っており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

イ ヘッジ手段 

為替予約取引 

ロ ヘッジ対象 

外貨建債権・債務

及び外貨建予定取

引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る将来

の為替変動リスクをヘ

ッジするため、「社内

為替管理制度」に基づ

き、原則として、顧客

からの受注時又は仕入

先への発注時に、その

取引毎に決済日を基準

として個別に為替予約

取引を行うものとして

おります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 



  

  
  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

ヘッジ方針により、外

貨建ての受注金額、発

注金額又は金銭債権債

務に同一通貨建てによ

る同一金額で同一期日

の為替予約を振り当て

る方法によっており、

為替予約締結後の外国

為替相場の変動による

対応関係が確保される

ようにしております。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、流動

資産の「その他」に含めて

表示しております。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示しております。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

なお、未収消費税等は流動

資産の「未収入金」に含め

て表示しております。 



    会計処理の変更 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日)）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)を適用しております。これ

により税引前中間純利益は２百万円

減少しております。 

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１  有形固定資産減価償却累計額 

6,855百万円 

※１  有形固定資産減価償却累計額 

7,051百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

6,882百万円 

※２  担保に供している資産 ※２  担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

投資有価証券     303百万円 

アルプス電気株式会社等の 

仕入債務(11,986百万円)に 

対する担保 

投資有価証券     284百万円 

アルプス電気株式会社等の 

仕入債務(9,317百万円)に 

対する担保 

投資有価証券    299百万円 

アルプス電気株式会社等の 

仕入債務(10,942百万円) に 

対する担保 

３  偶発債務 

次の会社の金融機関からの借

入に対する経営指導念書及び

保証書を差入れております。 

RYOTAI  
CORPORATION 

904百万円
(4,120,000

米ドル他)

RYOSAN 
IPC (MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

774 
(7,000,000 
米ドル)

ZHONG LING 
INTERNATIONAL 
TRADING  
(SHANGHAI) 
CO.,LTD. 

453 
(4,100,000

米ドル)

その他関係会社 
２社 

248 
(2,241,000

米ドル)

計 2,381 

３  偶発債務 

次の会社の金融機関からの借

入等に対する経営指導念書及

び保証書を差入れておりま

す。 

RYOTAI  
CORPORATION 

817百万円
(7,240,000

米ドル)

RYOSAN 
IPC (MALAYSIA)
SDN.BHD. 

412
(3,600,000

米ドル他)

ZHONG LING
INTERNATIONAL 
TRADING  
(SHANGHAI) 
CO.,LTD. 

180
(1,600,000

米ドル)

その他関係会社
５社 

159
(1,406,410

米ドル他)

計 1,571

３ 偶発債務 

次の会社の金融機関からの

借入に対する経営指導念書及

び保証書を差入れておりま

す。 

ZHONG LING
INTERNATIONAL 
TRADING  
(SHANGHAI) 
CO.,LTD. 

921百万円
(8,600,000 
米ドル他) 

RYOSAN
IPC (MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

492 
(4,600,000 
米ドル) 

RYOTAI 
CORPORATION 

492 
(4,600,000 
米ドル) 

その他関係会社 
２社 

145 
(1,360,000 
米ドル) 

計 2,052 

４ 輸出手形割引高     0百万円 ４ 輸出手形割引高     0百万円 ４     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 減価償却実施額 
有形固定資産  260百万円
無形固定資産  99百万円

１ 減価償却実施額 
有形固定資産 253百万円
無形固定資産 111百万円

１ 減価償却実施額 
有形固定資産  539百万円
無形固定資産 211百万円

 ※２ 固定資産売却益の内訳 
土地売却益  21百万円

 ※２ 固定資産売却益の内訳 
その他売却益 20百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 
土地売却益  42百万円

※３ 固定資産除却及び売却損の

内訳 

※３ 固定資産除却及び売却損の

内訳 

※３ 固定資産除却及び売却損の

内訳 
建物売却損  13百万円
その他除却損  10 
  計  24 

建物除却損 0百万円
その他除却損 3
その他売却損 0
  計 3

建物除却損  122百万円
建物売却損  15 
その他除却損  20 
 計 158 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  その他 
(車両・ 
運搬具) 
(百万円) 

  その他 
(工具・ 
器具・ 
備品) 

(百万円) 

    
合計 
  

(百万円)

取得価額 

相当額 49 
  
3,203 

  
3,253 

減価償却 

累計額相 

当額 

37 

  

2,112 

  

2,149 

中間期末 

残高相当 

額 

12 

  

1,091 

  

1,103 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

 その他
(工具・
器具・
備品) 

(百万円)

 
合計 
  

(百万円)

取得価額 

相当額 3 2,701 2,704 

減価償却 

累計額相 

当額 

0 1,925 1,925 

中間期末 

残高相当 

額 

2 776 779 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

 その他 
(工具・ 
器具・ 
備品) 

(百万円) 

    
合計 
  

(百万円) 

取得価額

相当額 3 2,894 2,897 

減価償却

累計額相

当額 

0 1,931 1,931 

期末残高

相当額 
3 963 966 

② 未経過リース料 

中間期末残高相当額 
１年内   489百万円
１年超   708 
 合計   1,198 

② 未経過リース料 

    中間期末残高相当額 
１年内 398百万円
１年超 435
 合計 834

② 未経過リース料 

    期末残高相当額 
１年内 448百万円
１年超 580 
合計 1,028 

③ 支払リース料、減価償却費 

    相当額及び支払利息相当額 
支払リース料 323百万円
減価償却費 
相当額 

284 

支払利息相当額 28 

③  支払リース料、減価償却費 

    相当額及び支払利息相当額 
支払リース料 247百万円
減価償却費
相当額 

226

支払利息相当額 14

③ 支払リース料、減価償却費 

    相当額及び支払利息相当額 
支払リース料 554百万円
減価償却費
相当額 

506 

支払利息相当額 37 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定

方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

  ２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 
１年内 4百万円
１年超 6
合計 11

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 
１年内 3百万円
１年超 5 
合計 9 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,862.78円 2,940.74円 2,907.62円 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 
82.82円 68.69円 131.60円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 

―円 68.68円 131.47円 

  

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額

については、希薄化効果

を有している潜在株式が

存在しないため記載して

おりません。 

――― ――― 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純
利益金額 

  

中間(当期) 
純利益(百万円) 

3,023 2,505 4,885 

普通株主に帰属 
しない金額(百万円) 

― ― 84 

(うち利益処分による取
締役賞与金(百万円)) 

(―) (―) (84)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益金額 
(百万円) 

3,023 2,505 4,801 

普通株式の期中平均株
式数(千株) 

36,499 36,471 36,482 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 

  

中間(当期)純利益調整額
(百万円) 

― ― ― 

普通株式増加数(千株) ― 4 38 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
金額の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要 

平成13年６月28日定時株
主総会決議ストックオプ
ション(自己株式取得方
式) 
普通株式    146,800株 

――― ――― 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

平成17年11月18日開催の取締役会において、第50期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の中間配当(商

法第293条ノ５に基づく金銭の分配)を次のとおり行うことを決議しました。 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

重要な事象の発生はありません。 

  

  

同左 

  

  

同左 

  

  

中間配当金の総額 1,094百万円

１株当たりの中間配当金 30円

中間配当金支払開始日 平成17年12月９日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第49期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書に係る 
訂正報告書 

平成17年７月５日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

第46期 
  

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日）

平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 
  有価証券報告書の訂正報告書 

(4) 
  
  

半期証券報告書の 
訂正報告書 
  

第47期中 
  

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 
  半期証券報告書の訂正報告書 

(5) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

第47期 
  

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 
  有価証券報告書の訂正報告書 

(6) 
  
  

半期証券報告書の 
訂正報告書 
  

第48期中 
  

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 
  半期証券報告書の訂正報告書 

(7) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

第48期 
  

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 
  有価証券報告書の訂正報告書 

(8) 
  
  

半期証券報告書の 
訂正報告書 
  

第49期中 
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 
  半期証券報告書の訂正報告書 

(9) 
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

第49期 
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 
  有価証券報告書の訂正報告書 

(10) 自己株券買付状況報告書   平成17年４月８日 

      平成17年５月12日 

      平成17年６月８日 

      平成17年７月７日 

      関東財務局長に提出。 

       



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社リョーサン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リョーサンの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  

  

  

平成16年12月15日 

取  締  役  会  御 中 

監査法人 ト  ー  マ  ツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士   三   澤   幸  之  助  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社リョーサン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リョーサンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  

  

  

平成17年12月14日 

取  締  役  会  御 中 

監査法人 ト  ー  マ  ツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士   森  田  浩  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社リョーサン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リョーサンの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社リョーサンの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

  

  

  

  

  

平成16年12月15日 

取  締  役  会  御 中 

監査法人 ト  ー  マ  ツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士   三   澤   幸  之  助  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社リョーサン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リョーサンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社リョーサンの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

  

  

  

  

  

平成17年12月14日 

取  締  役  会  御 中 

監査法人 ト  ー  マ  ツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士   森  田  浩  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 
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